家族経営協定書
（目　的）

第１条　　　この協定書は、甲（経営者）　　　　　　　及び、乙（妻・後継者）
　　　　　　　相互に責任ある経営への参画を通じて、近代的な農業経営を確立するとともに、健康で明るい家庭の建設を目的とする。

（意思決定の参画）

第２条　　　営農方針・計画の樹立、施設等の投資、及び資金の借入、新規部門の導入、経営転換の実施、並びに経営形態の変更（法人化への移行）等、家族経営の重要な意思決定にあたっては、甲及び乙は、必ず参画し、十分な協議を行って決めるものとする。

（経営の役割【任務】分担の実施）

第３条　　　農業経営における個人の責任を明確にするため、甲及び乙は、それぞれの希望、特技、技能等を互いに尊重しながら、各自の役割（任務）分担を決めるものとする。

　　　　　甲の役割～農作業全般の組み立て・生産物の肥培、病害虫防除管理等

　　　　　乙の役割～甲の補佐

（収穫物の所有権と収益配分）

第４条　　　農業経営により生ずる収穫物の所有権は、経営体の主である甲に帰属するものとし、これにより生じた収益については、毎年12月迄に甲の個人名義の口座へ振り込むものとする。又、収益は基本的に経営体の運営に運用し一部は給与として、甲及び乙で協議の上定めた額を臨時に振り込むことができるものとする。

尚、配分額については、農業収益、経営計画に基づく企画労働、農作業労働等の従事状況等を勘案し、毎年１回見直しを行うものとする。

（就業条件の整備）

第５条　　　ゆとりある農家生活を築くため、農作業における就業時間、休日、休暇等の就業条件について、甲及び乙は、農作業の繁閑並びに経営の実態等を考慮しながら、極力決めて実施するものとする。

①１日の労働時間は、甲、乙共に8時間を原則とし、農作業の繁閑により甲及び乙で協議の上延長又は短縮することができるものとする。

②休日は、甲及び乙は、原則として月2回とするが、農作業の繁閑、健康状態、他の仕事への従事状況等を踏まえ、甲及び乙は協議の上変更する事ができるものとする。又、正月、盆等の休日については、甲及び乙は協議の上定めるものとする。

（将来の経営移譲の取決め）

第６条　　　農業経営に必要な農業資産の分割を防止するとともに後継者の営農意欲を喚起するため、甲及び乙が有する経営用資産については、将来、甲及び乙の合意に基づき移譲するものとする。

（後継者の育成）

第７条　　　後継者（乙）は、将来の経営主として責任と経営自覚を持ち、常に経営の実態を習得し、自ら甲及び乙並びに農業団体等の指導を積極的に受け、農業生産の向上に努力しなければならない。

　甲及び乙は、後継者（乙）の教育のため、各種研修に積極的に参加できるよう配慮するものとする。

（経営移譲後）

第8条　　　乙は経営移譲後、甲の扶養義務を確認し生活を保障するとともに、家族間の宥和に努めることとする。

（その他）

第9条　　　この協定書に規定されている以外の事項で、決定すべき事項が生じた場合は、その都度甲及び乙で協議の上定めることができる。

（付　則）

①この協定書は、　　　　年　　月　　日より実施する。

②この協定書の有効期限は、実施日より1年間とし、当事者から申し立てがない限り自動的に更新されるものとする。

③この協定書は、2通作成し、甲、乙が各1通を保有する。

　　年　　月　　日

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
甲（経営者）　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
乙（妻・後継者）　　　　　　　　　　　　　　㊞
